
(単位:百万円)

金  額 金  額

290,803 375,583

20,631 84,078

79,763 104,761

58,424 39,220

225 213

1,482 2,527

121,509 3,420

3,307 4,442

1,320 4,146

4,137 49,676

228,171 35,132

42,404 45,096

17,371 2,589

1,319 278

23,221 65,635

323 14,150

169 138

10,861 7,909

205 3,738

10,627 8,590

29 906

174,905 3,756

72,636 377

68,924 21,996

4,333 3,926

925 144

629 441,218

23,972

3,952 67,034

△ 469 2,304

64,730

576

64,154

209

52,100

11,845

10,721

11,867

1,066

△ 2,212

77,756

518,974 518,974資　産　合　計

その他有価証券評価差額金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

株　主　資　本

純　　資　　産　　の　　部

繰 越 利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

資 本 金

利 益 剰 余 金

長 期 借 入 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

長 期 貸 付 金

土 地

負債・純資産合計

前 払 年 金 費 用

純　資　産　合　計

固定資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

評価・換算差額等

退 職 給 付 引 当 金投資その他の資産

差 入 保 証 金

負　債　合　計　

関 係 会 社 株 式

投 資 有 価 証 券

旅 行 券 等 引 換 引 当 金

投 資 等 損 失 引 当 金

そ の 他

長 期 前 払 費 用

再評価に係る繰延税金負債

ソ フ ト ウ ェ ア

旅 行 積 立 預 り 金

繰 延 税 金 負 債

リ ー ス 債 務

無形固定資産

リ ー ス 資 産

リ ー ス 資 産

預 り 保 証 金

建 設 仮 勘 定

権 利 金

そ の 他

有形固定資産

建 物 ・ 構 築 物

器 具 備 品

固　定　負　債

旅 行 積 立 引 換 引 当 金

未 払 費 用

旅 行 券

固　定　資　産

未 払 法 人 税 等

そ の 他 旅 行 積 立 預 り 金

短 期 貸 付 金

未 収 金

預 り 金

商 品 券

リ ー ス 債 務

未 払 金

営 業 未 払 金

営 業 未 収 金 短 期 借 入 金

有 価 証 券 一年内返済予定の長期借入金

現 金 及 び 預 金

前 払 金

繰 延 税 金 資 産

科　　　目 科　　　目

流　動　資　産 流　動　負　債

貸　借　対　照　表
平成 27 年 3 月 31 日  現在

資　産　の　部 負　債　の　部

棚 卸 資 産

1



(単位:百万円)

107,075

19,041

3,124 129,241

93,075

36,166

35,528

637

1,094

6,085

325 7,505

446

407

86 940

7,201

3,754

1,212

144

375 5,487

54

7

113

150

188

2,523

46 3,085

9,603

2,869

△ 2,011 857

8,745

事 業 売 上 高

グ ル ー プ 運 営 収 入

関 係 会 社 受 取 配 当 金

事 業 売 上 原 価

関 係 会 社 株 式 売 却 損

関 係 会 社 株 式 評 価 損

減 損 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

そ の 他

旅 行 積 立 引 換 引 当 金 繰 入 額

関 係 会 社 株 式 売 却 益

そ の 他

特 別 損 失

関 係 会 社 清 算 益

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

支 払 利 息

旅 行 積 立 前 受 割 引 額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

そ の 他

為 替 差 益

損　益　計　算　書
自 平成 26 年  4 月  1 日

至 平成 27 年  3 月 31 日

科　　　　　　目 金 額

2



（単位:百万円）

利益準備金

平成26年4月1日残高 2,304 576 199 52,100 6,250 59,126 61,430

会計方針の変更による
累積的影響額

△ 2,680 △ 2,680 △ 2,680

2,304 576 199 52,100 3,570 56,445 58,749

剰余金の配当 △ 460 △ 460 △ 460

当期純利益 8,745 8,745 8,745

税率変更に伴う固定資産圧縮
積立金の増加

10 △ 10 - - 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

- - 

- - 10 - 8,274 8,284 8,284

平成27年3月31日残高 2,304 576 209 52,100 11,845 64,730 67,034

（単位:百万円）

平成26年4月1日残高 3,985 3,065 △ 2,304 4,746 66,176

会計方針の変更による
累積的影響額

△ 2,680

3,985 3,065 △ 2,304 4,746 63,496

剰余金の配当 △ 460

当期純利益 8,745

税率変更に伴う固定資産圧縮
積立金の増加

- 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

7,881 △ 1,998 92 5,974 5,974

7,881 △ 1,998 92 5,974 14,259

平成27年3月31日残高 11,867 1,066 △ 2,212 10,721 77,756

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自　平成 26 年  4 月  1 日
至　平成 27 年  3 月 31 日

株　主　資　本

固定資産
圧縮積立金

株主資本
合計

　事業年度中の変動額

　事業年度中の変動額

その他利益剰余金

利益剰余金
合計

資本金

利益剰余金

別途積立金
繰越利益
剰余金

　会計方針の変更を反映した
　当期首残高

　会計方針の変更を反映した
　当期首残高

純資産合計評価・換算
差額等
合計

　事業年度中の変動額合計

　事業年度中の変動額合計

評価・換算差額等

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

3
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個 別 注 記 表 

 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】                

１． 資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法により評価しております。 

② その他有価証券 

(a) 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して

おります。） 

(b) 時価のないもの 

移動平均法による原価法により評価しております。 

 

（２）デリバティブは、時価法により評価しております。 

 

（３）棚卸資産は、先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定）により評価しております。 

 

２． 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産・・・・定率法を適用しております。 

（リース資産以外）  ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）

は、定額法を適用しております。 

              なお､主な耐用年数は､建物 15～50 年、構築物２～45 年、器具備品２～

20年であります。 

 

（２）無形固定資産・・・・定額法を適用しております。 

 （リース資産以外） なお、ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年） 

 に基づく定額法を適用しております。 

  

（３）リース資産・・・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

              リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を適用しており

ます。 
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３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金・・・・・・・・・売上債権、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

 

（２）退職給付引当金・・・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき当事業年度末におい

て発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理することとして

おります。 

 

（３）役員退職慰労引当金・・・・・役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。 

 

（４）旅行券等引換引当金・・・・・ 一定期間未引換のため収入計上した旅行券・商品券等の今後

の引換行使に備えるため、当事業年度末における未引換実績

率に基づく引換行使見込額を計上しております。 

 

（５）投資等損失引当金・・・・・・関係会社への投資等に伴う損失に備えるため、当該会社の財

政状況を勘案し、損失負担見込額を計上しております。 

  

（６）旅行積立引換引当金・・・・・・一定期間未引換のため収入計上した旅行積立預り金の今後の

引換行使に備えるため、当事業年度末における将来発生する

と見込まれる引換行使見込額を計上しております。 
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４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理・・・・・税抜方式によっております。 

 

（２）ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法・・・・ 繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約及び通貨オプ

ションについては振当処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象・・１）ヘッジ手段 為替予約及び通貨オプション 

 ２）ヘッジ対象 海外旅行地上費に係る外貨建予定債務 

③ ヘッジ方針・・・・・・・・デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額等を定め

た内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場変動リスク

を一定の範囲内でヘッジしております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法・・ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計を四半期ごとに比較し、両者

の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。 

 

（３）連結納税制度・・・・・・・・連結納税制度を適用しております。 

 

（４）その他・・・・・・・・・・・貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表の記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

【会計方針の変更に関する注記】 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26号 平成 24年５月 17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号 平成

27年３月 26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35項本文及び退職給付

適用指針第 67項本文に掲げられた定めについて当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計

算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の

決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率を使用する方法から、退職給付の

支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法に変更して

おります。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37項に定める経過的な取扱いに従ってお

り、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益

剰余金に加減しております。 

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が 74百万円、前払年金費用が 4,252 百万円、繰越利益

剰余金が 2,680 百万円それぞれ減少しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益はそれぞれ 189 百万円増加しております。 

 なお、当事業年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。 
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【貸借対照表に関する注記】  

１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

       短期金銭債権      53,274 百万円 

        長期金銭債権       1,064 百万円 

        短期金銭債務     167,956 百万円 

        長期金銭債務   14,933 百万円 

        

２．有形固定資産の減価償却累計額   41,026 百万円 

 

３．保証債務                                （単位：百万円） 

保証先 保証 

金額 

被保証債務の内容 

㈱ジェイティービービジネストラベルソリューションズ 574 営業取引に係る債務 

JTB(Hong Kong)Ltd. 107 金融機関からの借入に係る債務 

㈱PTS 47 営業取引に係る債務 

交通公社新紀元国際旅行社有限公司 40 金融機関からの借入に係る債務 

JTB (Thailand) Ltd. 5 金融機関からの借入に係る債務 

計 776  

 

４．投資有価証券のうち 5,400 百万円（額面）は、資金決済に関する法律に基づき、旅行券及び商品券

に係る発行保証金及び履行保証金として供託されております。 

 

５．土地の再評価 

  「土地の再評価に関する法律」（平成 10年３月 31日公布法律第 34号）に基づき、事業用の土地の

再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

 （１）再評価の方法 

  「土地の再評価に関する法律施行令」（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第４号に定

める路線価に基づいて合理的な調整を行って算出しております。 

 （２）再評価を行った年月日 

  平成 14年３月 31日 

 （３）再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

  再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っているため、差額を記載しておりません。 
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【損益計算書に関する注記】 

１．関係会社との取引高    

 営業取引による取引高 

売    上    高                        52,609 百万円 

      仕    入    高                           78,186 百万円 

      販売費及び一般管理費                    21,237 百万円 

                            計   152,034 百万円 

営業取引以外の取引による取引高                  2,676 百万円 

 

２．連結納税制度の適用に伴い、子会社と決済すべき金額 119 百万円及び子会社から収受すべき金額 

2,358 百万円がそれぞれ法人税、住民税及び事業税に含まれております。 

 

   ３．旅行積立引換引当金繰入額 

昭和 60年４月より、代金分割前払い方式による JTB 旅行券購入契約商品である JTB 旅行積立「た

びたび」事業を運営してきましたが、この度、契約管理システムの老朽化に伴い事業終了を決定し、

当該事業終了に向けて、積立満期後 10年を経過している未引換契約者への再案内通知により、今後

の旅行券への引換請求に応じることといたしました。これに伴い、前期以前に未引換えのために収

入計上を行った旅行積立預り金のうち、今後の引換行使見込額 2,523 百万円を特別損失として計上

しております。 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 

株式数（株） 

当事業年度増加 

株式数（株） 

当事業年度減少 

株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

普通株式 4,608,000  －  －  4,608,000  
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【税効果会計に関する注記】 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

 繰延税金資産（流動） 

  旅行積立前受割引額 874 百万円 

  旅行積立引換引当金  857  

  トラベルポイント預り金  626  

  未払賞与  156  

  その他  129  

 繰延税金資産（流動）小計  2,644  

  評価性引当額  △754  

 繰延税金資産（流動）合計  1,889 百万円 

 繰延税金負債（流動）    

  繰延ヘッジ損益  527  

  その他  40  

 繰延税金負債（流動）合計  568 百万円 

 繰延税金資産（流動）の純額  1,320 百万円 

 繰延税金資産（固定）    

  旅行券等引換引当金  7,158 百万円 

  繰越欠損金  2,544  

  投資等損失引当金  1,273  

  投資有価証券評価損  938  

  減損損失  1,037  

  関係会社株式評価損  951  

  子会社株式受贈益  404  

  貸倒引当金  122  

  退職給付引当金  1,218  

  その他  1,201  

 繰延税金資産（固定）小計  16,851  

  評価性引当額  △10,441  

 繰延税金資産（固定）合計  6,409 百万円 

 繰延税金負債（固定）    

  前払年金費用  7,791  

  固定資産圧縮積立金  2,541  

  その他有価証券評価差額金  4,657  

  その他  9  

 繰延税金負債（固定）合計  15,000 百万円 

 繰延税金負債（固定）の純額  8,590 百万円 
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上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として計上している土地の再評価に係る繰延 

税金負債の内訳は次のとおりであります。 

  再評価に係る繰延税金資産             

   再評価に係る繰延税金資産    1,328   百万円 

   評価性引当額                △1,328  

   合計  － 百万円 

 

  再評価に係る繰延税金負債                              

  再評価に係る繰延税金負債    906   百万円 

  合計    906   百万円 

  繰延税金負債の純額  906 百万円 

 

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

   「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正す

る法律」（平成 27 年法律第２号）が平成 27 年３月 31 日に公布され、平成 27 年４月１日以後に開

始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。 

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の 35.64％

から、平成 27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については 33.10％に、

平成 28 年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、32.34％と

なります。 

 この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は 1,138 百万

円減少し、法人税等調整額が 618 百万円、その他有価証券評価差額金が 479 百万円、繰延ヘッジ損

益が 40 百万円それぞれ増加しております。再評価に係る繰延税金負債の金額は 92 百万円減少し、

土地再評価差額金は同額減少しております。 

 

 

【リースにより使用する固定資産に関する注記】 

１．貸借対照表に計上した固定資産のほか、汎用コンピューター及び周辺関連設備一式、事務用機器・

備品一式、乗用車等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用してお

ります。 
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【関連当事者との取引に関する注記】 

１．親会社及び法人主要株主等 

  該当事項はありません。 

 

２．子会社及び関連会社等                          （単位：百万円） 

属 性 会社等の名称 

議決権等の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者との関係 取引の内容 
取 引 

金 額 
科 目 

期 末 

残 高 

子会社 

 

㈱JTB 首都圏 所有 

直接 100% 

資金の借入及び役員

の兼任 

資金の借入 

（注２） 

 

 

 

利息の支払 

（注２） 

8,650 

 

 

 

 

33 

短期借入金 

一年内返済

予定の長期

借入金 

長期借入金 

未払費用 

6,150 

1,200 

 

 

1,300 

14 

子会社 ㈱JTB 西日本 所有 

直接 100% 

資金の借入及び役員

の兼任 

資金の借入 

（注２） 

 

 

利息の支払 

（注２） 

10,230 

 

 

 

34 

短期借入金 

一年内返済

予定の長期

借入金 

未払費用 

4,349 

5,881 

 

 

14 

子会社 ㈱JTB 

コーポレート 

セールス 

所有 

直接 100% 

資金の借入及び役員

の兼任 

資金の借入 

（注２） 

利息の支払 

（注２） 

12,015 

 

27 

短期借入金 

 

未払費用 

12,015 

 

0 

子会社 ㈱i.JTB 所有 

直接 100% 

資金の借入及び役員

の兼任 

資金の借入 

（注２） 

 

 

 

利息の支払 

（注２） 

5,336 

 

 

 

 

17 

短期借入金 

一年内返済

予定の長期

借入金 

長期借入金 

未払費用 

 

1,836 

1,500 

 

 

2,000 

15 
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属 性 会社等の名称 

議決権等の 

所有（被所

有）割合 

関連当事者との関係 取引の内容 
取 引 

金 額 
科 目 

期 末 

残 高 

子会社 ㈱JTB 

国内旅行企画 

所有 

直接 100% 

商品素材の販売、  

資金の借入及び役員

の兼任 

委託販売に 

よる精算額 

販売手数料 

（注１） 

資金の借入 

（注２） 

 

 

利息の支払 

（注２） 

9,603 

 

30,182 

 

12,141 

 

 

 

24 

営業未収金 

 

- 

 

短期借入金 

一年内返済

予定の長期

借入金 

未払費用 

9,603 

 

- 

 

10,641 

1,500 

 

 

1 

子会社 ㈱JTB 

メディア 

リテーリング 

所有 

直接 100% 

商品素材の販売及び

資金の借入 

 

資金の借入 

（注２） 

 

 

利息の支払 

（注２） 

9,951 

 

 

 

29 

短期借入金 

一年内返済

予定の長期

借入金 

未払費用 

5,951 

4,000 

 

 

11 

子会社 ㈱JTB 商事 所有 

直接99.07% 

資金の借入 資金の借入 

（注２） 

 

 

 

利息の支払 

（注２） 

6,187 

 

 

 

 

19 

短期借入金 

一年内返済

予定の長期

借入金 

長期借入金 

未払費用 

3,787 

1,200 

 

 

1,200 

11 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）価格その他の取引条件は､市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております｡ 

（注２）資金の借入・貸付については、グループ内金融によるものであり、利率については市場金利を

勘案して決定しております。借入金及び貸付金の取引金額については、ＪＴＢグループ全体で

統合管理する資金取引であるため、期末残高を記載しております。 

（注３）取引金額には消費税等を含めておりません。 

 

 

 

 

 

 

 



Ver.99 

13 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１．１株当たり純資産額      16,874 円 20 銭 

１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 当事業年度末 

（平成 27年 3月 31日） 

貸借対照表上の純資産額 77,756 百万円 

普通株式に係る期末の純資産額 77,756 百万円 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数 
4,608,000 株 

 

２．１株当たり当期純利益         1,897 円 90 銭 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 当事業年度 

（自 平成 26年 4月 １日 

    至 平成 27年 3月 31日） 

損益計算書上の当期純利益 8,745 百万円 

普通株主に帰属しない金額 － 

普通株式に係る当期純利益 8,745 百万円 

普通株式の期中平均株式数 4,608,000 株 

 

【重要な後発事象に関する注記】 
該当事項はありません。 

 

【企業結合等に関する注記】 
（共通支配下の取引等） 

    当社は、平成 26年４月１日付で国内仕入・造成事業を連結子会社である株式会社 JTB 国内旅

行企画に承継させる吸収分割を行いました。 

１．取引の概要 

（１）対象となった事業の名称及びその事業の内容 

    事業の名称：国内仕入・造成事業 

    事業の内容：国内旅行に関する仕入・造成等 

（２）企業結合日 

   平成 26年４月１日 

（３）企業結合の法的形式 

   当社を分割会社、株式会社 JTB 国内旅行企画を承継会社とする吸収分割 

（４）結合後企業の名称 

   株式会社 JTB 国内旅行企画 

（５）その他取引の概要に関する事項 

   グループ全体最適の観点からの戦略策定、中長期的な視点での商品開発等に向けた投資の実現、

専門人材の育成を図るために国内仕入・造成事業を分割するものであります。 

２．実施した会計処理の概要  

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21号 平成 20年 12月 26 日 公表分）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10号 平

成 20年 12月 26 日 公表分）に基づき、共通支配下の取引等として処理しております。 


